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主観のれん説の総合的検討
一 収益 ・利得の認識規約 （1）一

笠 井 昭 次

〈要  約 〉

 本稿 では,主 観のれん説の収益 ・利得 の認識規約 を検討す る。主観のれん説の著 しい特質は,金

融資産の保有損益を,実 現可能基準によって認識す ることを明確に否定 し,事 業資産および金融資

産を共に実現基準によって統一的に認識す る点にあるといってよいであろう。本稿 の目的は,そ う

した理解には,理 論的にきわめて問題があることを明 らかにすることにある。

 この点に関する斎藤の所説の骨子は,① 実現概念の本質 をキャッシュフローの獲得 とみること,

② キャッシュ概念の拡大が不可避的に必要にな り,そ の行 き着 いた先 として,「 現金収入額が契約

で確定 してい るもの」および 「いつでも自由に換金で きるもの」 としての金融資産 もそれ 自体 が

キャッシュフロー とみなされ得 ること,そ して③ そうした拡大 されたキャッシュ とみなされた金融

資産それ 自体 における時価変動差額つ まり保有損益 もまた実現概念 で説明できること （事業資産を

念頭において構成された実現概念 を金融資産に も適用可能 とみること）,の3点 に纏め られるであ

ろう。

 それらの対象理論的な批判的検討 は,次 稿以下 において試みるが,そ れ ら3点 の主張の仕方に も,

理 論的に問題があると筆者は考 えてお り,本 稿は,ま ず もって,そ うしたメタ理論的な問題点 を取

り上げることにする。すなわち,① については,全 体計算 と期間計算 との関係についての議論が欠

如 していること,② につ いて は,実 現概念の本質規定が欠如 しているこ と,お よび拡大 され た

キャッシュ概念の性格が不明なことを指摘 しなければならない。そこには,主 観のれん説特有の独

断論がみ られ るのである。

〈キー ワー ド〉

 現金収入額が契約で確定 している金融資産,い つでも自由に換金で きる金融資産,事 業に拘束さ

れない金融資産,事 業 リスクか ら解放 された金融資産,再 販売過程欠如説,資 金 （流動性）説,

キ ャッシュ説
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1 実現概念の概要 と論点

 笠井[2003a],笠 井[2003b],そ して笠井[2004a]に おいて,主 観のれん説の内容 を概観 した

ので,次 に,損 益の認識規約を取 り上げることとしたい。 この損益の認識規約は,も ちろん収益 ・

利得の認識規約 と費用の認識規約 とからなっているが,こ こでは,前 者のみを取上げる。言うまで

もなく,時 価評価の導入に伴 う 「保有損益」 をどのような論理で計上するか という点は,主 観のれ

ん説の性格 を基本的に左右 しているといっても過言ではない重要な論点だか らである。

（1） 現行説明理論に関す るふたつの見方

 この 「保有損益」の認識規準は,今 日,合 理 的に説明されているのであろうか。 このことは,時

価評価の根拠が合理的に説明されているか どうか,と いうこととも密接に結びついているので,今

日提唱されている諸説明理論の理論的妥当性に関する現状認識に もかかわって くる。

 現行会計実践を合理的に説明 している理論体系が存在 しているのか,と いうこの問い掛けに対 し

ては,き わめて多様な理解があり得 ると推察 されるが,ひ とつの極端な考 え方は,主 観 のれん説に

依拠する大 日方の次のような見解に求め られるであろう （大 日方[2002]93ペ ージ,た だし傍点は笠

井が付した）。

 金融商品の評価問題をめ ぐるここ10年 来の議論は,実 現基準 と原価評価 との結びつきの必

然性 を問い直し,そ れがたんなる一つの組み合わせで しかないことをあきらかにした。金融

投資に議論 を限れば,原 価評価か時価評価かは,実 現利益の計算手段の次元の問題でしかな

く,実 現利益の概念の根幹 を左右す るものではない。時価評価損益のすべてが未実現である

と解する形式的な理解や,販 売基準 と実現基準 とを同一視す る矮小化された理解か ら脱 し,

近年の研究により,資 産や負債の評価問題 と利益の概念規定の問題 とを峻別 して利益概念の

本質 を解明できたことの理論的成果は大 きいといってよいであろう。

 この見解によれば,伝 統的に説かれて きた原価=実 現原則,つ ま り原価測定 と実現 との結び付 き

が,ひ とつの組合せにしかす ぎない としていわば否定され,有 価証券の時価測定 も実現概念で説明

されるとみなされるのであるが,そ の妥当性が,理 論的にも明 らかにされたと断定しているのであ

る。その場合,そ うした実現概念の解明 とは,言 うまでもな く,単 に収益の認識原則 という部分領

域についての解明にとどまるものではなく,原 価測定および時価測定が併存す る新実践の全体が,

主観のれん説によって解明されたとい うことでもあろう。そのことは,大 日方 自身の 「利益概念の

本質を解明できた」 という自負にもみられ るように,会 計のいわばアルファにしてオメガともい う
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ベ き利益概念それ 自体の解明に通底 しているとい う主張からも明 らかであろう。 さらに,主 観のれ

ん説のひとつの集大成 ともみ られる斎藤[1999]が,そ のは しがきにおいて,「本書の特徴 のひ と

つは,実 現概念 という企業会計の伝統的な基本概念を核にして,事 業投資の原価評価 と金融投資の

時価評価 を体系づけている点だろうか」（斎藤[1999]は しがきiiページ） と述べていることからも,

有価証券の時価評価 を実現概念で説明したことの,主 観のれん説における意義が,理 解できよう。

 それに対 して,著 者が抱いている見解は,お そらくその対極 にあると言ってよいであろう。すな

わち,原 価測定か時価測定かは,実 現利益の計算手段の次元の問題などではまった くなく,実 現 と

い うディメンションに関する利益概念の問題 （価値生産活動にかかわる利益の問題）か,実 現 とは根

本的にディメンションを異にす る利益概念の問題 （資本貸与活動にかかわる利益概念の問題）かの対

立 と理解 している著者に とり,時 価測定は,伝 統的な実現概念の延長線上において解決できるよう

な類いの問題 では,と うていあり得ないのである。 したがって,あ くまで実現概念の理念に則った

主観 のれん説によって,原 価測定 と時価測定 とが併存す る新実践の全体が解明された,な どとは筆

者にはとうてい思われないのである。今 日,特 定の一学説によって新実践が解明された,と いう状

況にはないと著者は考えている。 したがって,大 日方のような無邪気な楽観論は,著 者には理解 し

難い。

 今 日,時 価測定の導入により,伝 統的な原価=実 現原則パ ラダイム,あ るいは動態論パラダイム

が崩壊 し,新 たなパラダイムが,希 求されている。今 日の会計学界は,ク ーンの用語を借 りれば,

動態論パラダイムによる通常科学の状況か ら,種 々の代替的パラダイム （種々の併存会計論）が乱

立するパラダイム危機の状況に移行 したとみるべ きであろう。 そうであれば,新 実践に関する合理

的な説明可能性 を巡って,諸 併存会計論の厳 しい論争があってしかるべ きであろう。そ うした角逐

があって,し だいに妥当な併存会計論が定まってゆ くものなのではないだろうか。

 しかるに,今 日の 日本の学界には,そ うした論争の気配が まったくない。その初期には,醍 醐の

問題提起により （醍醐[1993]）,論 争の兆 しは芽生えたのであったが,し か し,井 上だけが反論す

るにとどまり （井上[1993]）,し か も,そ れとても,さ したる成果がないままに終焉 してしまった

のである。そうしたいわば無風状態のなかで,特 定の一学説が,新 実践 を解明 したなどと断定でき

るのであろうか。この点はきわめて重要な問題なので,こ こでは,直 観的な形ではあるが,上 記の

論点について,も う少 し書 き継 ぐこととしたい。

 まず第1は,主 観のれん説が,他 の諸併存会計論 より説明理論 として優れているかどうか という

点である。論争の有無はさておいたとしても,も し諸併存会計論の,新 実践に対す る説明理論 とし

ての妥当性を問おうとす るかぎり,ま ずもって,そ の比較の枠組が不可欠なのではないだろうか。

しか しながら,そ うした比較の枠組 としては,石 川純治の 「拡張の論理」と 「区別の論理」 という

枠組 （石川[2000]第5章 ・第6章 ・第7章 ）,あ るいは著者の 「勘定分類依拠観」 と 「勘定分類非依

拠観」という枠組 （笠井[1995],笠 井[1999]） が,提 唱されている くらいであろう。大 日方自身,
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あるいは主観のれん説に属す る他の研究者によって提唱されたそうした比較の枠組を,著 者は寡聞

にして知 らない。そのような比較の枠組 を構築することなく,ど のようにして,諸 併存会計論の,

新実践の説明可能性 に関す る妥当性 を評定で きるのであろうか。この事実ひとつをとってみて も,

主観のれん説が説明理論 として他の併存会計論よ り優れているなどと安易に主張することは,お よ

そ不可能であろう。有体に言えば,主 観のれん説 と他の諸併存会計論 との説明理論 としての優劣に

ついては,ま った く不明 としか言いようがないのではないだろうか。

 第2は,主 観のれん説のひとつの理論体系 としての成立可能性である。パラダイム危機の時期 と

いうのは,あ る意味では,諸 代替的パラダイムの論争を通 して,各 パラダイムの内的整合性が精錬

化され,ひ とつのパラダイムとして完成する過程であるとも言えよう。つ まり,説 明理論 というの

は,コ ア となる仮説 とその周辺の補助仮説 というふたつの階層からなる無数の仮説の集合体である

が,い かなるパ ラダイムも,当 初か ら内部的整合性 を具えているわけではない。むしろ,競 合す る

他のパラダイムとの厳 しい論争あるいは比較検討 を通して,補 助仮説が精緻化され,そ の全体が,

漸次完成されてゆ くのである。例 えば天動説か ら地動説への移行過程において,地 動説自体 も,補

助仮説の精緻化 を通して,し だいに完成 していったようである。周知のように,地 動説に しても,

その当初は,補 助仮説 として円周運動が想定されていたので,天 動説 と比較 して,必 ずしも理論的

に優れた観察結果 をもたらさなかったのである。 しかし,補 助仮説を円周運動から楕円運動に転換

す ることによって,地 動説の説明能力は飛躍的に高まり,ひ とつのパ ラダイム として完成するに

至ったようである。

 そのように考 えるなら,他 の諸併存会計論 との比較検討あるいは論争なしには,あ る特定の併存

会計論が,ひ とつの理論体系 としての内的整合性 を具 えているかどうかすらも,実 は不確かであ り

得 るのである。端的に言えば,原 価測定 と時価測定 とが実現概念によって論理整合的に体系づけら

れているか どうかについて,主 観のれん説は,他 の諸学説 との真剣な比較検討あるいは論争によっ

て,厳 しい反証過程 を経たと言えるのであろうか。既に示唆 したように,筆 者は,実 現による原価

測定 と時価測定 との体系化の理論的可能性について,根 本的な疑念を抱いている。その疑念 をつ き

つめれば,主 観のれん説が,内 的整合性 を具えたひ とつの理論体系たり得 るのか とい う疑問にまで

行 き着 くであろう。論争の欠如あるいは比較の枠組の欠如により,諸 併存会計論の理論内容が相互

に厳 しくチェックされていないい じょう,そ うした危惧は,け っして杞憂 とは言えないであろう。

 そのように考えれば,主 観のれん説が,説 明理論 として他の併存会計論 より優れているか どうか

不明であるどころか,ひ とつの理論体系た り得 るかどうか ということすらも,け っして明 らかでは

ないとい うのが,実 状なのではないだろうか。大 日方のような楽観論は,筆 者には,何 の論証 もな

い独断論のようにしか思えないのである。

 筆者は,笠 井[2001]に おいて,有 価証券の損益の性格が,現 在において も未解明であることを

主張したが,そ れは,そ うした現状認識に誘われて執筆 したものである。もちろん,そ の結論の妥
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当性は第三者の判断に委ねなければな らないが,し か し,少 な くとも,「保有損益」の性質が,主

観のれん説によってもけっして十全 に解明されているわけではない,と い うことだけは明 らかに

なったのではないだろうか。そして,そ のことは,ひ とり 「保有損益」の性質だけに限られたこと

ではな く,時 価測定および収益の認識規準の理論的根拠に関 しても,同 断であると筆者は考 えてい

る。そうした現状認識をもつ筆者は,と うてい,大 日方のような楽観的な見方に与す ることはでき

ない。そこで,本 稿では,筆 者の以上の ような問題意識に基づ き,主 観のれん説における収益の認

識規準の問題を検討することにしよう。

 なお,こ こでくれ ぐれも留意 しなければならないことは,筆 者がここで取 り上げるのが,収 益の

認識規準であり,利 益の認識規準ではないという点である。論理的に首尾一貫した理論の構築を企

図 しようとするか ぎり,収 益 と利益 との峻別は,き わめて重要なのである。

 それはともか く,主 観のれん説における収益の認識規準を検討す るとなると,ま ず もって実現概

念の形成過程 を俎上に載せなければならない。

（2） 主観の れん説にお け る実 現概念 の概 要

 斎 藤 に よれ ば,「 投 資 にあた って期待 され,そ の価 値 を決め て いるのが将 来 のキ ャッシュフ ロー

で ある以上,期 待 が どこまで実現 したのか を測 る事 実 もまた,投 資か ら生 じたキ ャッシュフ ロー と

い うこ とになろ う」 （斎藤[1999]46ペ ー ジ） として,実 現の本質 をキャ ッシュフC7 の獲 得 に求め

てい る。 その場合 に直ちに問題 とな るの は,言 うまで もな く,そ の キャ ッシュ概念 の範囲 であ る。

つ ま り,販 売 基準 を想定 すれば 明 らかな よ うに,そ の対価 と して,現 金 その ものでは ない売掛金等

が認め られてい る。 ここに,キ ャ ッシュ概念 の拡 大 とい うこ とが不可 欠 になるが,そ の点 につ き,

斎 藤は,次 の ように述べ てい る （斎藤[1999]48ペ ー ジ,た だ し傍点および下線は笠井）。

 ところで,キ ャッシュフロー といっても,そ のキャッシュとはなにか を決めなければ,い

つ利益が実現す るのかも定まらない。一般には現金 もしくは現金同等物であろうが,投 資の

成果 をめ ぐる期待や実現をいうときには,も う少 し広い概念が必要 とされる。現金収入額が

契約で確定しているもの とか,い つでも自由に換金できるものであれば,そ れを取得するこ

とで投資の成果は実現すると考えられるか らである。事業に拘束されない金融資産は,事 業

成果 をとらえるときには現金同等物 と変わらないはずであろう。

 以上のように,投 資の成果に関するキャッシュ概念 としては,現 金 ・現金同等物 より広い概念を

とる必要があるとして,「現金収入額が契約 で確定 しているもの」および 「いつでも自由に換金 で

きるもの」がキャッシュとみなされている。ここに,現 金同等物 とは,お そらく信用販売における

売掛金を意味 していると思われるが （以下でも,現 金同等物としては売掛金を想定 して議論することに
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する）,斎 藤は,さ らに 「事業に拘束 されない金融資産」 をもキャッシュ概念に含めるのである。

しか しながら,こ うした斎藤の主張は,筆 者には きわめて難解である。例えば実現を取 り上げると

きには,な ぜ現金 ・現金同等物 より広い概念が必要 とされるのか （どうしてヨリ広い概念をとること

が正当化され得るのか）,必要であれば,何 時で も,い わば=方 的に広い概念 を形成 して しまってよ

いのであろうか。また,事 業成果 を捉えるときには,な ぜ 「事業に拘束されない金融資産」が現金

同等物 と変わらないはずなのか,あ るいはなぜ 「現金収入額が契約で確定 しているもの」も無条件

に 「事業に拘束されない金融資産」と言えるのか,筆 者には理解 し難いか らである。

 しか しそれは ともか く,こ の ように,主 観のれん説においては,事 業投資の収益の実現に関 して,

対価の要件 をキャッシュに求めつつ,そ のキャッシュ概念を拡大 してゆ くのであるが,そ うした経

緯を総括 して,斎 藤は,次 のように述べている （斎藤[1999]49ペ ージ,た だし傍点および下線は笠

井）。

資本設備や原材料な どの事業用実物資産は,そ れらを使った製品の販売収入を期待 して取得

されているはずである。その期待が どこまで実現 されたか を確かめるためには,販 売によっ

て対価が流入 したときに,そ の販売収入を投資支出とくらべて成果を測定する。受け入れた

対価は現金でな くて も,事 業の リスクから解放された金融資産であればよい。その条件 をみ

たす ものを,こ こでは,キ ャッシュとみるわけである。

 以上のような論理で,「事業 リスクか ら解放 されている金融資産」 も,キ ャッシュとみなされる

わけである。このように,こ こでは,対 価の条件は,「事業の リスクか ら解放 された金融資産」 と

なっているのに対 して,そ の前の引用文 （斎藤[1999]48ペ ージ）の一重下線 をひいた箇所では,

「事業に拘束されない金融資産」 となっていたし,さ らに,二 重下線を引いた箇所では,「 現金収入

額が契約で確定しているもの」および 「いつでも自由に換金できるもの」が挙げられている。した

がって,こ の三者が同じ内容 なのかどうか,つ まり三者の関係が問題になるが,そ の点については,

まったく説明されていない。そこで,後 に検討しなければならないが,い ずれに しても,そ うした

説明の欠如が,主 観のれん説の理解 を著 しく困難に しているように筆者には思われるのである。

 それはともか く,事 業投資については,そ の対価が この金融資産であっても実現 とみなされると

い うことの妥当性は特に説明 されていないに もかかわらず,そ のことを前提に して立論 されて し

まっている,と いう点に留意すべ きである。 とい うのは,何 の論証 もないままに,本 当にそのよう

に断定 してしまってよいのか,筆 者には納得がゆかないからである。したがって,そ の妥当性につ

いても,後 に議論 しなければならない。

 このように,事 業投資においては,そ の対価 としてキャッシュとみなされた金融資産を取得する

ことによって実現 と認められていると仮定すれば,か つその事業資産の実現概念をその まま金融資
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産にも持ち込んでよいと仮定すれば,金 融資産の保有時における時価変動差額による 「保有利得」

もまた,既 にキャッシュの取得に他ならず,し たがって,実 現概念の適用があってしかるべ きこと

になる。つまり,本 来的には,金 融資産についても,そ の時価変動差額が,実 現概念によって 「保

有利得」 として認められてしかるべ きであったにもかかわらず,そ れを 「保有利得」と認めていな

かった伝統的会計実践あるいは会計理論のほ うにこそ問題があった,と 斎藤はみているようである。

その点につ き,斎 藤は,次 のように述べている （斎藤[1998]28ペ ージ）。

 従来の会計基準や実務では,金 融投資のケースでも,実 物投資と同様に売買取引を成果実

現の要件 と見ることが多かった。 キャッシュフローの中に,金 融資産の流入や流出は含めて

も,そ の時価の変動 までは含めなかったのである。たとえば製品を売って金融資産を取得す

れば,現 金販売でな くて も実物投資の利益は実現す る一方,金 融資産の時価が上がっても,

含み益は現金化するまで実現 したとは見 られない。金融資産 と現金の同質性が,事 業投資か

金融投資かで使い分けられていたともいえる。それは,実 現基準の問題 というよりも,む し

ろその解釈の問題であった。

 か くして,主 観のれん説によれば,こ うした事業投資か金融投資かによる使い分けを否定 して,

金融資産の時価変動差額 も,キ ャッシュとかかわらしめて定義 された実現概念によって,理 論的に

も利益 として認められなければならないのである。

 以上のような現金から現金同等物 （売掛金等）さらには金融資産 （有価証券等）への,実 現に関す

るキャッ.シュ概念の拡大のプロセスを纏めれば,次 のようになろう （なお,有 価証券については,そ

の時価が,取 得時の100か ら120になったことを想定している）。

                    〈図表1>

           [実現に関するキャッシュ概念の拡大のプロセス]

               「∵ 繍

     聯 購 瓏ll：：懸il
                一丁 販売益2・・実現として認められている
     金融資産の損益計算 ：  有価証券20,保 有利得20：実現として認められるべき

以上のような主観のれん説の実現概念の骨子は,筆 者の視点からは,次 の3点 に纏められるであ

ろう。すなわち,① 実現概念の本質をキャッシュフローの獲得 とみること,② キャッシュ概念の拡
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大が不可避的に必要になり,そ の行 き着いた先 として,「 現金収入額が契約で確定 しているもの」

および 「いっでも自由に換金できるもの」 としての金融資産 もそれ 自体がキャッシュフロー とみな

され得 ること,そ して③そうした拡大 されたキャッシュとみなされた金融資産それ自体 における時

価変動差額っ まり保有損益 もまた実現概念で説明で きること （事業資産を念頭において構成された実

現概念を金融資産にも適用可能 とみること）,の3点 である。

（3）主観のれん説の実現概念に関する論点

 しかしなが ら,主 観のれん説の上記のような主張の道筋は,い ささか独断的であ り,そ のために,

筆者には きわめて難解 である。まず①実現 とキャッシュとの結びつ きの問題であるが,そ こでは,

単に,「将来の期待がキャッシュフローである」 ということか ら,た だちに,「実現の本質がキャッ

シュフローの獲得にある」 とい う結論が導出されてしまっている。ここでは,実 現概念に関す る主

観のれん説のこうした理解 を,と りあえずキャッシュ説 とよんでお くが,し か し,本 当に,前 者の

命題か ら,一 義的に後者の命題 （キャッシュ説）を導 き出して しまってよいのであろうか。筆者は

その結論 （キャッシュ説）自体 の理論的妥当性に も疑義を抱いているが,そ の導出の仕方にも得心

がゆかない。すなわち,将 来の期待がキャッシュフローであるというとき,そ のキャッシュとは,

「それ 自体 としては利潤は生まないが,し か し利潤を生む経済財のすべてを即座に購入 し得 るもの」

としての現金だけを意味 していると思われる。 したがって,そ こでは,会 計的にみれば,い わゆる
   1）
全体計算が想定 されていると言ってよいのではないだろうか。しか しなが ら,実 現概念が適用され

るのは,言 うまでもなく期間計算においてである。 したが って,期 間計算上の概念として構成され

なければならない。

 その場合,全 体計算を念頭においた理解 を,そ のまま期間計算上の実現概念に援用してしまって
                       

よいのであろうか。投資の期待がいかに全体計算にかかわるキャッシュフローの獲得にあったとし

ても,そ のことから,一 義的に,期 間計算における実現がキャッシュフローの獲得であるという命

題 を導出することは,論 理的な飛躍があ りす ぎるように筆者には思われてならないのである。すな

わち,信 用経済の発展を前提に した期間計算においては,言 うまでもな く,キ ャッシュ以外の種々

の対価が認め られている。その場合,い かに投資の期待が究極的には （全体計算的には）キャッ

シュの獲得 にあった としても,期 間計算における対価 をなぜ一義的にキャッシュに類 したもの （拡

大したキャッシュ概念）とみなければならないのであろうか。問題 は,そ のようにみることのでき
                  

る理論的根拠である。逆に言えば,期 間計算上の実現概念における対価は,な ぜ,キ ・ヤッシュとは

1） ただ しここで言う全体計算 とは,企 業の設立から始 まって解散に至 るまでの,文 字通 りの全期 間を

 包括 したもの としてのそれではない。むしろ,ひ とつの投資プロジェクトが完了す るに至 った場合に

 おけるその投資プロジェクト全体 の成果 を算出するもの としてのそれ を意味している。 したが って,

 そのプロジェク トの完了により獲得 した資金は,次 に配当された り,同 じあるいは別のプロジェク ト

 に投下 された りする,と いうことが当然のこととして想定 されている。
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別の資産 カテゴリーであってはいけないのであろうか。別の資産カテゴリーであってはいけない理

論的根拠 とは,一 体何 なのであろうか。

 ご く素朴に考えれば,あ くまでキャッシュ概念の延長線上でその対価を構成する立場のみならず,

対価 をキャッシュ以外の資産カテゴリー と考 えつつ,実 現概念 を構成する立場 も想定 し得 るのでは

ないだろうか。現実に も,後 述のように,対 価は再販売過程のない資産であればよいとする学説 も

あるのである。その場合には,再 販売過程の存在 しないことが本質的要件であるか ら,対 価 が

キャッシュ的性格 を具える必要はまった くなく,し たがって,キ ャッシュ以外の資産カテゴリーで

あっても,一 向に差し支えないのである。 こうした立場は,再 販売過程欠如説 とでも言うことがで

きよう。

 もちろん,事 業資産損益のみならず金融資産損益についても,実 現概念で統一的に説明 しようと

す る主観のれん説の立場か らすれば,後 に詳細に分析するように,そ の対価は,必 ずキャッシュで

ある必要があったのであろう。しか し,必 要 であるということが,そ のまま理論的に妥当 （可能）

であるというわけのものではない し,さ らには,実 現概念で統一的に説明することは,会 計学にと

り,ア プ リオリの至上命題でもなければ,不 可欠の前提でもない （事業資産損益 と金融資産損益とに,

別の認識原則が作用したとしても,会 計あるいは会計理論が崩壊するわけのものではない）。したがって,

なぜ実現概念で統一的に説明する必要があるのか,と いった疑問も湧出するのである。

 そうであれば,あ くまでキャッシュの延長線上で実現概念 を説明 しようとするか ぎり,実 現概念

とキャッシュとを結びつける （全体計算の論理を期間計算に持ち込む）とい う見方の妥当性につ き,

体系外的にみて,対 価をキャッシュ以外の資産カテゴリー と想定 して実現概念を構成する再販売過

程欠如説などと比較検討 しなければならないのではないだろうか。 しかるに,そ うした作業がなさ

れていないのである。そうした議論なしに,[投 資の期待=キ ャッシュフロー]と い う命題か ら,

[実現の本質=キ ャッシュの獲得]と いう命題 を導出してしまうことは,筆 者には独断的にす ぎる

ように思われてならないのである。そうした意味において,主 観のれん説においては,実 現概念の

理論的根拠が明らかになっているとは,と うてい言えない。そこには,結 論の具体的内容の理論的

妥当性それ 自体だけではな く,結 論の導出の仕方にも問題があ りそうである。そこで,① に関して

は,ま ず実現概念形成の仕方の独断性に関する問題 をIIに おいて,次 いで,主 観のれん説における

結論 としての実現概念 とキャッシュ概念との結びつきそのものに関す る理論的根拠の問題をIII（1）

において取 り上げることにする。

 次に② キャッシュ概念の拡大の問題であるが,こ の点 も,実 現概念に関する考え方 と密接に関連

している。 したがって,後 に詳説す るところではあるが,こ こでも,若 干ふれておかなくてはなら

ない。上でも言及したように,実 現概念に関す るひ とつの考 え方 として,再 販売過程欠如説がある。

それに対峙す るもの として一般に理解 されているのは,再 投下 し得る資金の獲得 をもって実現 とみ
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なす考え方であるが,こ うした考 え方を,こ こでは資金説 とよんでおこう。後述するように,主 観

のれん説が,再 販売過程欠如説でないことは確かであるが,し かし,そ うだからと言って,そ れに

対峙す るもの としての資金説であるとも言えないようである。そこで,こ の （3）の冒頭において

は,と りあえずキャッシュ説 とよんで,資 金説 と区別 しておいたわけである。

 しか しいずれに して も,実 現概念の本質 をキャッシzの 獲得 とみ るのであるか ら,必 然的 に

キャッシュ概念の拡大が不可欠になる。 しかしなが ら,そ れは,事 業資産のみならず金融資産に も

実現概念 を適用す るとい う基本方針 をアプ リオ リにたてたうえで,そ の もとになされたキャッシュ

概念の拡大にすぎず,計 算対象の論理 を反映した ものではない。そのかぎりで,き わめて人為的な

あるいは技術的なキャッシュ概念の拡大であった。その結果 として,一 方,体 系外的にみて,他 の

学説 との関連において,実 現概念 と拡大 キャッシュ との関係 （実現概念の本質規定）が必ずしも十

全に議論 されていないし,他 方,体 系内的には,計 算対象 とのかかわ りにおいて,キ ャッシュとい

う概念 （の有意味性）について混乱が生 じて しまっていると言わざるを得 ないのである。そこで,

②にっいては,こ の2点 を検討 しな くてはならないが,前 者の実現概念 と拡大 キャッシュとの関係

（実現概念の本質規定）についてはIII（2）において,ま た後者の,主 観 のれん説におけ るキャッ

シュ概念の有意味性についてはIVに おいて取 り上げることにしよう。

 最後に③金融資産への実現概念の適用の問題であるが,事 業資産の原価評価に基づ く損益および

金融資産の時価評価に基づ く損益 を共に実現概念によって説明す るとい う基本方針がいわばアプ リ

オ リにたてられ,そ うなるようにキャッシュ概念が拡大 されたのであるか ら,と にもか くにも,実

現概念で説明されたかのような観 を呈 している。金融資産損益が実現概念で説明されているかのよ

うに見えるのは,そ うした経緯か らすれば,き わめて当然のことなのである。 しかし,② でも指摘

したように,け っして計算対象の論理 （および計算機構の論理）を取 り込んだものではないだけに,

その破綻が,随 所に顕現化 しているように筆者には思われるのである （例えば,笠 井[2001]で 述べ

た理想型における金融資産損益の破綻も,ま た上で指摘した②にかかわるキャッシュ概念の有意味性の喪

失も,そ の一端にすぎない）。 そこで,計 算対象の論理 および計算機構の論理 を踏 まえて,そ もそも,

事業資産において形成 された実現概念を金融資産に援用す ることが可能なのか,と いう点 をVに お

いて取 り上げなければならない。

 以上 を纏めれば,次 のようになる。



           主観のれん説の総合的検討                59

              〈図表2>

        [主観のれん説における実現概念の論点]

（一 藁 ⊥1驚 蠶1
鯛

一 一一一L∴ ：ll∵ll∵ 
③実現概念の金融商品     事業資産に関する実現概念の,

     への適用              金融商品への援用可能性[V]

 以上が収益 ・利得の認識規約に関する問題点であるが,今 号では,ま ず実現概念の形成の仕方に

関する独断性 をIIで検討する。そのうえで,主 観のれん説における上記の論点 を再度整理する予定

である。

II実 現概念形成の仕方の独断性

 主観のれん説において,実 現概念の理論的根拠は,け っして明らかになっていないが,し かし,

その具体的内容 に関す る問題点は,III・IV・Vで 論ずるので,こ こでは,そ の点 を検討するための手

掛 りとして,そ うした実現概念の形成過程の論理性をみてみることにする。少な くとも筆者の視点

からは,そ の形成過程は独断的であって,そ のことが,主 観のれん説における実現概念の理論的根

拠を曖昧なものにしているように思われるからである。

 1で は煩雑 さを避けるために,① 実現概念 とキャッシュフローの獲得 との結びつきについてだけ

述べ たが,し かし,実 は,② キャッシュ概念の拡大についても,そ の論理の運び方に独断的傾向が

あるのである。そこで,こ こでは,ま ず②か ら考察することに しよう。すなわち,キ ャッシュ概念

の,売 掛金への拡大 と金融資産への拡大 とをそれぞれ （1）と （2）とで検討す る。次いで,前 者の

① を （3）で取 り上げることにする。その うえで,（4） において,主 観のれん説における概念導出

の在 り方を批判的に検討する。

（1） 売掛金へのキャッシュ概念の拡大

 対価 として売掛金を取得することによって実現したと考 えられていることは,今 日,実 践的に も

理論的にも,一 般的に認められていると言ってよいであろう。そして,売 掛金 自体 は,た しかに短

期のうちに資金化するので,② キャッシュ概念の拡大 という手段によって売掛金 をキャッシュに含

めることに,さ したる異論はないのか もしれない。 しか し,そ のことから,売 掛金がそのキャッ
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シュ性によって実現の対価 として理論的に是認 された,と 結論 してしまってよいのであろうか。筆

者には,と うてい,そ のように単純 なものとは思われないのである。そこでは,イ 売掛金の性格規

定 とロ実現概念の本質規定 というふたつの問題 を考 えなければならないのである。

 （i）売掛金の性格規定

 まずイの問題 であるが,売 掛金は,た しかに短期の うちに資金化するが,し かし,そ のことから,

売掛金の性格 をキャッシュ と決め付けて しまってよいのであろうか。「短期の うちにキャッシュ化

する」 ということは,そ の表現 自体がはしな くも表白しているように,現 在は,キ ャッシュではな

い ということであろう。キャッシュになるのがいかに近い将来であるとしても,論 理的にはキャッ

シュではないとしたら,そ の売掛金 をもキャッシュ と言うためには,現 金 ・売掛金 をも含む,そ の

キャッシュなるものの概念定義 をしておかなければならないであろうし,さ らに,そ のキ・ヤッシュ

概念の有意味性が説明されていなければならないのではないだろうか。

 （II）実現概念の本質規定

 次に実現概念の本質規定 というロの問題であるが,売 掛金には,た しかに短期 の うちにキャッ

シュ化す るという点で 「資金性」 とい う経済的性質があるといってよいであろう。こうした資金性

という性格によって,現 金 との同質性を想定 し,キ ャッシュ概念に包摂することは,た しかに不可

能ではないであろう。 しか しながら,売 掛金には,そ のほかにも種々の属性が認められる。例 えば,

時間の経過によってキャッシュ化するという性格である。つまり,キ ャッシュ化のために,再 販売

するという過程が不必要であり,時 間の経過により約定 日が くれば,お のずとキャッシュ化 される

のである。 いま,こ うした属性 を 厂再販売過程欠如性」 とよべば,こ の性格によって,売 掛金が実

現の対価 として認められたとも考 えられるのである。

 このように,売 掛金に,資 金性 （キャッシュ性）と再販売過程欠如性 という性格が認め られ ると

すれば,そ のいずれの性格によって売掛金が実現の対価 として認められたのか,と いうことを問題

にしなければならないであろう。その点 を議論す ることな く,そ の資金性 （キャッシュ性）によっ

て売掛金が実現の対価 として認められたと一.的 に断定 して しまうことは,あ るいは売掛金が実現

の対価 として認められたか らといって,そ の原因は売掛金のキャッシュ性 （資金性）にあると一義

的に断定 して しまうことは,論 理的には,一 方的にす ぎるのではないだろうか。

 まず もって,そ のいずれの性格によって売掛金が実現の対価 として認め られたのか,と いうこと

を俎上に載せ なければならないが,そ のことは,正 に実現概念の本質を規定することに他ならない

のである。つ まり,対 価 の性質 を資金性 （キャッシュ性）に求め るのか,そ れとも再販売過程欠如

性に求め るのか,と いう実現概念の本質があらか じめ議論 されていなければならないのである。前

述 したように,前 者が資金説,後 者が再販売過程欠如説に他 ならない。この両説の理論的妥当性に

関す る議論の帰趨によって,資 金説が妥当であるということになれば,売 掛金の資金性 （キャッ

シュ性） とい う性格 が取 り上 げ られ,資 金性 （キャッシュ性）とい う点での同質性 に基づ いて,
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キ ャッシュ概 念の拡大 に,理 論的 な根 拠が与 え られ るわけであ る。 しか るに,そ うした議論 な しに

（つま り,実 現概念の本質の理論的根拠を与 えることなしに）売掛金 の資金 性 （キャッシュ性） を一方 的

に取 り上 げ るこ とは,何 の論 拠 もな しに,実 現概 念 の本 質 と して一 方 的に資金 性 （キャッシュ性）

を肯定 し,再 販 売過程 欠如性 を一方 的に否定 した結果 にな る。 したが って,そ のか ぎ りで独 断的 と

い うこ とにな って しま うので はないだ ろ うか。

 も っ とも,主 観 のれ ん説 に よれ ば,前 述 の よ うに,[将 来の期待=キ ャ ッシュフ ロー→実 現 の本

質=キ ャ ッシュの獲得]と い う命題 が,ア プ リオ リに想定 されて い る。 したが って,そ のか ぎ りで

は,論 拠 があ る とい うことに なろ う。 しか し,問 題 は,既 に少 しふ れた よ うに,そ う した命題 の妥

当性が,論 証 され ていない とい う点にあ る。 したが って,こ の点 は,（3） の論点 に行 き着 くことに

な る。

（2）有価証券等へのキャッシュ概念の拡大

 次に,② キャッシュ概念の拡大の,有 価証券等 （金融資産）への展開に関する論理過程 をみてみ

よう。この点については,事 業資産にかかわる投資の成果 として,そ の対価が有価証券等でも実現

として認め られているということが,何 の論証 もなしに前提に据えられて しまっていることに留意

すべ きである。その うえで,キ ャッシュ概念が,「 いつで も自由に換金できるもの」あるいは 「現

金収入額が契約で確定 しているもの」にまで拡大 されているのである。問題はこれらに属す る具体

的勘定項 目であるが,そ れが説明されていない。そこで,筆 者の推量 をまじえざるを得ないが,前

者によって売買目的有価証券が,後 者によって満期保有 目的の割引債が,共 にキャッシュとして認
                  2）
められたということになるのであろうか。こうした有価証券等への拡大については,売 掛金への拡

2） この 「いつでも自由に換金で きるもの」および 「現金収入額が契約で確定 しているもの」の具体的

 な内容,あ るいはそれに相 当する具体的項 目については,斎 藤 は,一 切説明していない。そのため,

 後 者については,筆 者は,当 初,工 事進行基準における工事未収金のキャッシュ性 を認め るための要

 件 （つ まり工事進行基準 を実現 として認め るための要件） として理解 して しまった （笠井[2001]61

 ペ ー ジ）。 しか し,そ うなるとアキュム レーシ ョン法に基づ く割 引債の償却原価差額が,実 現では説

 明で きな くなって しまう。主観のれん説でも,そ の他の有価証券については,そ の時価差額が資本項

 目なので,キ ャッシュ性がな くても,当 面は問題 ないのであろうが,割 引債等の場合 には,償 却原価

 差 額が利益であるいじょう,そ れは,実 現概念によって説明されな くてはならないのではないだろう

 か 。 したが って,償 却原価 で評価 された割引債は,ど うして も,拡 大 されたキャッシュでなければな

 らないのではないだろ うか。そ うだ とすれば,「 現金収入額が契約で確定 しているもの」 とい う条件

 に よって,キ ャッシュ として認め られた と考 えざるを得ないように思われ るのである。

  ちなみに,売 上債権が キャッシュの要素 とされているこ との理 由につ いて,斎 藤は,「 契約によっ

 て,現 金収入額が確定 しているか らであろ う」 （斎藤[1999b]52ペ ー ジ） と述べている。この点か

 らすると,割 引債 について も,上 記の ように考えたとしても,必 ずしも不当ではないだろう。

  学説検討にさい しては,推 測 はできるだけ避けられるべ きであるが,斎 藤が具体的には何 も述べて

 いないので,論 を進めるためには,や むな く,筆 者の推測 をまじえざるを得 ない。 しか し,こ の推測

 の妥当性 いかんは,後 の筆者の議論 に大 き く影響す る。学説の提唱者は,第 三者 も容易に理解で きる

 よ うに概念 を明確 に規定 してお くべ きであろう。
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大 と同様に,イ 有価証券等の性格規定,お よびp実 現の本質規定が問題になるほか,さ らにロとの

関連において,ハ 有価証券等が事業投資の成果に関する対価 として認められているという前提の妥

当性をも問題にしなければならない。

 （i） 有価証券等の性格規定

 まずイ有価証券等の性格規定の問題であるが,売 買目的有価証券が,「 いつでも自由に換金でき

るもの」 という点でキャッシュ性 （資金性）を与えられたことは,売 掛金がキャッシュとみなされ

たことと軌を一にしている。 しか し,問 題 なのは,後 者の 「現金収 入額が契約 で確定 してい るも

の」のキャッシュ性である。これに相当するものが註2で 推定したように割引債等であるとすれば,

それは,以 上で取 り上げられて きた,資 金 としてのキャッシュ性 とは異質なものなのではないだろ

うか。む しろ,再 販売過程欠如性に通底する考え方 とも,み ることができそ うである。これ をも

キャッシュとみた場合,キ ャッシュ概念はどのような意味内容 をもつのであろうか。そこでは,な

ぜ割引債等をもキャッシュとしてよいのか という議論,あ るいは割引債 をも含んだキャッシュ概念

とは一体何なのかという定義がなされなければならないであろうし,さ らには計算対象 とのかかわ

りにおいてそうしたキ・ヤッシュ概念の有意味性が説明されていなければならないのではないだろう

か。そうした議論 あるいは定義,さ らには有意味性の説明な くして,単 に 「もう少 し広い概念が必

要である」 ということによって,契 約で現金収入額が確定 している （つまり再販売過程が欠如してい

る）割引債 をもキャッシュとしてしまうことは,や は り独断にす ぎるのではないだろうか。

 （ii）実現概念の本質規定

 次にロ実現概念の本質規定の問題であるが,こ れについても,売 掛金の場合 とまった く同じこと

が言える。すなわち,キ ャッシュ概念に有価証券等を含め た場合,資 金性 を具 えた もの （厂いつで

も自由に換金できるもの」）と再販売過程欠如性 を具 えた もの （「現金収入額が契約で確定 しているも

の」）とが混在 している可能性がある。 したがって,実 現概念に しても,売 掛金の ところで述べた

（対価 として資金性を具えたものだけが認められるとする）資金説,お よび （再販売過程欠如性を具えた

ものだけが認められるとする）再販売過程欠如説の他 に,そ の両者 をすべて認める第3の 見解があ り

得ることになる。 これが,キ ャッシュ説に他 ならない。このように,実 現概念にも,み っつの考 え

方があ り得 ることになるので,そ の うちのどれが理論的に妥当であるのかを明らかにしておかな く

てはならない。 しかるに,そ うした議論は一切なされていないにもかかわちず,第3の キャッシュ

説が採択されてしまっていることは,や は り独断論になっていると言わざるを得ないのではないだ

ろうか。

 （iの有価証券等の対価 としての有資格性

 最後に今 日,ハ 有価証券等が対価 として認め られているということが前提とされている点である

が,こ れも,筆 者には一方的にすぎるように思われてならない。 この論点は,上 記のロと密接に結

びついているのであるが,有 価証券等が対価 として認められていることは,本 当に今 日の一般的合
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意になっているのであろうか,さ らには本当にその理論的妥当性が論証 されているのであろうか。

筆者には,と うていそのようには思われないのである。この点は,III（2） （i）で詳述す るが,こ

こでも若干ふれざるを得ない。すなわち,1939年 に遡る文献においてではあるが,ギ ルマンは,中

古車の販売の対価 として,10年 先の利子付 き手形を受け取った場合と,GMの 普通株 を受け取 った

場合 というふたつのケースによって,実 現概念の本質 を論 じてい る。結論的には,ギ ルマンは,

GM普 通株の受領の実現性 （a）を否定す るのに対 し,10年 先手形の受領 につ いては実現 （b）と

みるのである。その理由として,GM普 通株の受領の場合には,現 金 を獲得するためにはさらに販

売が必要であるのに対 し,手 形 （割引債等の満期保有目的の有価証券なども含めてよいであろう）の受

領の場合は,そ うした販売 を必要 としない （つまり,現 金に対する請求権を意味している） というこ

とがあげられている。すなわち,（a） は対価 の条件 として流動性 を要求す る （GM普 通株は直ちに

売却できるので,流 動性がある）ことになるので上記の資金説に,他 方 （b）は再販売過程欠如説に

通底 しているとみてよいであろう。そのように理解すれば,ギ ルマンは,再 販売過程欠如説 （b）

にたっているのである。 もし資金説の立場 にたてば,ギ ルマン とは逆に,GM普 通株の受領の場合

には実現 したことにな り,10年 先手形 （さらには満期保有目的有価証券 （割引債等）など）の受領の

場合には実現が否定されることになろう。

 こうしたギルマンの所説に従 えば,そ の資金説および再販売過程欠如説のいずれにおいても,有

価証券等 （金融資産）が全面的に対価 として認め られているわけではない。つまり,キ ャッシュ説

が,け っして理論的に全面的に認め られているわけでもないし,必 ず しも一般的な合意を得ている

とまでは言えないのである。

 そうした理解に基づ くか ぎり,有 価証券等 （金融資産）の受取が対価 として全面的に認められて

いることを前提にして議論す ることは,一 方的なのではないだろうか。

 ②キャッシュ概念の拡大 とのかかわりで,ロ 実現概念の本質規定の問題,お よびハ有価証券等が

対価 として認め られるか どうかの問題につ き,以 上で述べたことを纏めれば,次 のようになろう。

〈図表3>

対価 としての

有価証券等の取得

実現と認める立場 キャッシュ説

欝灘 一匚
    T

  ②ハの問題

（a）資金説

（b）再販売過程欠如説

    T

  ②ロの問題

②ハおよびロの問題につ き,主 観のれん説の主張す る[有 価証券等の取得=実 現]の 立場ひいて
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はキャッシュ説以外にも,種 々の見解が存在 し,し か も,そ れらが,必 ず しも理論的に否定されて

いるわけではないのに,そ の点についての議論 なしに,一 方的に,ま ず[有 価証券等の取得=実

現]の 立場 を,次 いでキャッシュ説を導出してしまうことは,筆 者には,独 断的にすぎるように思

われるのである。

（3）実現概念 とキャッシュフロー との結びつきの根拠

 ここで,キ ャッシュフローの獲得 をもって実現 とみなされたことの,そ もそもの原因を考えてみ

よう。斎藤によれば,そ れは,投 資において期待 されているのが,将 来のキャッシュフローである

ことに求め られているようである。しか しなが ら,[将 来の期待=キ ャッシュフロー]と いう命題

から,①[実 現=キ ャッシュの獲得]と いう命題が,一 義的に導出され得るのであろうか。

 この点 も,独 断的であるように筆 者には思われてな らない。す なわ ち,そ うした期待 された

キャッシュ （あるいはそれとの関連で現実に受け取ったキャッシュ）を損益計算の要素 とみなし得 るの

は,観 念的にせ よ,そ の投資行為が決着をみたいわゆる全体計算 という場においてであろう。 しか

るに,実 現概念 というのは,言 うまで もな く期間計算における概念用具である。 そうであれば,全

体計算の論理 をそのまま期間計算に持ち込んで,実 現概念を構成 してしまってよいのか,と い う疑

問が湧出する。全体計算の概念 を期間計算に持 ち込むとしたら,ま ず もって,全 体計算 と期間計算

との関係 を明らかにしておかな くてはならないのではないだろうか。その点についてあらか じめ見

通 しをつけることな く,全 体計算：の考え方 を期間計算に持ち込んで しまうことは,や は り独断論 と

いう謗 りを免れないのではないだろうか。

（4）概念導出の仕方の問題点

 以上において,主 観のれん説における実現概念の形成過程を辿ったのであるが,そ のプロセスは,

筆者には,き わめて理解 し難い。 というのは,概 念の導出過程に,少 なか らぬ飛躍があるように筆

者に思われるか らである。上記において問題 としたのは,し たがって,キ ャッシュフローの獲得 と

して実現概念を構成 している主観のれん説の見解の妥当性それ自体ではない。仮にその結論が結果

的には妥当なものであるとしても,そ の結論の導出過程が論理的かどうか,と いうことがここでの

問題なのである。 この点,有 価証券の評価論争にさいして石川が述べた次のような見解に,注 目す

べ きであろう （石川[2000]17ペ ージ）。

 （今日の有価証券の評価論争につき……笠井註）筆者に とっての関心は,原 価か時価かそれ 自

体にあるのではな く,そ のいずれであって もその論理のほ うにある。むろん,先 に時価が

あって,そ れを論理であ とづけるとい う立場でもない。科学的考察 とは本来そうしたもので

ある。
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 これは理論の本質 を剔抉 していると思われるが,こ うした視点か らは,[実 現=キ ャッシュの獲

得]と いう実現概念の本質規定の理論的妥当性,お よび売掛金 ・売買 目的有価証券 ・割引債等 を

キャッシュとみることの妥当性を論証 したうえで,そ の両者から,売 掛金 ・売買 目的有価証券 ・割

引債等の取得が実現の要件 を充たしている,と いう結論 を導出するのが手順であろ う。 しかしなが

ら,主 観のれん説においては,[実 現=キ ャッシュの獲得]と い う実現概念が,い わばアプ リオ リ

に大前提 とされてしまってお り,そ の理論的妥当性に関す る議論が欠けているように筆者に思われ

るのである。具体的に言えば,（3） で述べたように,① 全体計算の論理が,そ のまま期間計算に持

ち込まれてしまっている点 （全体計算 と期間計算との関係にっいての見通しが立てられていないこと）

をまず指摘 しなければならないが,さ らに （1）（2）の②キャッシュ概念の拡大で述べ たことからす

れば,次 の2点 を指摘 しなければならない。すなわち,ま ず② ロ実現概念の本質規定に関 しては,

キャッシュ説と再販売過程欠如説 ・資金説 との理論的妥当性が検討 されていないことにも,問 題が

あるし,ま た売掛金 ・有価証券等のキャッシュ性の議論に関しては,計 算対象 との関連における②

イ売掛金 ・有価証券のキャッシュ概念 としての有意味性の点で,問 題なしとしない。具体的には,

（1）（2）で述べたように,拡 大 された項 目の属性がさして検討 されないままに （ということは,拡 大

された項目の属性としてのキャッシュ性 と再販売過程欠如性 との関係が検討されないままに）,一 方的に

キャッシュ性 という性格が付与されてしまったために,そ のキャッシュ概念の定義が漠然 としてい

るばか りではな く,そ の有意味性が不明確 になって しまっているように思われるのである。以上 を

纏めれば,次 のようになる。

<図表4>

[売掛金 ・売買目的有価証券 ・割引債

     =キ ャッシュ性]の 論証

       1

     [理論的手順]             [主観のれん説の問題点]

一∵ 一 ∴ 叢鱒飜 夷霜

② イ ：キャッシュ概念の有意味性の不明性

売掛金 ・売買目的有価証券 ・割引債の獲得=実 現

 結局の ところ,主 観のれん説においては,[売 掛金 ・売買 目的有価証券 ・満期保有 目的有価証券=

キャッシュ]と いう結論が,当 初より予定されていた と言わざるを得ない。なぜなら,事 業資産の

原価測定に基づ く損益 と,金 融資産の,ア キュムレーション法に基づ く損益および時価測定に基づ

く損益 とを実現概念で首尾一貫 して説明す るという基本方針がたてられたい じょう （そうした大前

提がいわばアプリオリに存在するいじょう）,そ れ以外の結論は,あ り得なかったのである。たしかに,
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売掛金 ・売買目的有価証券 ・満期保有 目的有価証券等がキャッシュであるというこうした結論が成

立す るかぎり,一 方,事 業資産の原価測定に基づ く販売利益にしても,他 方,売 買 目的有価証券の

時価変動差額,あ るいは満期保有 目的有価証券に属す る割引債等のアキュムレーション法に基づ く

償却原価差額 にしても,キ ャッシュの獲得 としての実現 とみなせ ることになるか らである。このよ

うに,結 論が既に予定 されてお り,そ の結論 を導出できるように,キ ャッシュ概念の拡大 を推 し進

めてゆかなければならなかったわけである。その結果 として,キ ャッシュは,（売買目的有価証券等

をキャッシュと認めるべ く）「いつでも自由に換金できるもの」および （売掛金・割引債等をキャッシュ

と認めるべ く）「現金収入額が契約で確定 しているもの」にまで拡大す る必要があったのであ り,逆

に言えば,そ れ以上は拡大す る必要がなかったのである。それは,主 観のれん説にとっては,妥 当

性の論証の問題 というより,い わば目的に対する手段の形成 という関係にあったようである。

<図 表5>

    [目的]

[事業資産 ・金融資産

   両者への実現の適用]

     工
[実 現=キ ャ ッ シ ュ の 獲 得]

     工
[売掛金 ・売買 目的有価証券

  ・割引債=キ ・ヤッシュ]

[手段]

キ ャ ッ シ ュ 概 念 の,

[賺潔鍵讐霧口
            にまでの拡大

 このように考えれば,主 観のれん説において,[売 掛金・売買 目的有価証券 ・割引債の獲得=実 現]

（[実現；キャッシュの獲得]お よび[売 掛金 ・売買目的有価証券 ・割引債=キ ャッシュ]） という命題は,

何 らかの合理的な論理過程を経て導出されたもの というより,い わば 目的 として当初 より措定され

てお り,そ れが成 り立つようにキャッシュ概念が拡大 されただけなのである。そして,そ の結果 と

して,予 定通 り,売 掛金 ・売買 目的有価証券 ・割引債はキャッシュ となり,し たがって,そ の時価

差額あるいはアキュムレーション法に基づ く償却原価差額 は,予 定通 り実現 とい うことになり,か

くして,事 業資産 ・金融資産損益が,予 定通 り共に実現で説明 されることになったわけである。そ

こでは,当 初 に予定 されたこと （意図されたこと）が,予 定通 りにす るための手段 （キャッシュ概念

の拡大）を講 じることによって,予 定通 りのことになっただけにす ぎない と言 えないこともない。

すべては,当 初 の予定のなかに含 まれていたのである。主観のれん説の議論は,こ の点に関 して,

全体 としては,い わば トー トロジーになっているのである。

 しか し,現 行会計に関する経験的な説明理論の構築 を企図す るかぎり,図 表4に 示 した3点 の論
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証の欠如は,根 本的に重要な問題なのではないだろうか。その問題点の全体 を纏めれば,次 のよう

になる。

                〈図表6>

[主観のれん説の実現概念の枠組]  [理論的問題点]

①実現とキャッシュ概念との結合一 全体計算と期間計算

                との関係付けの欠如

一_」=
ロ実現概念の

本質規定の欠如

[検討課題]

]
   実現概念の理論的
  一   一   一   一

   根拠の検討[III]

イ拡大項 目の性格の一一……一キャッシュ概念の

 不 明性        有 意味性の検討[N]

③実現概念の金融資産への適用 実現概念の適用可能

  範囲の検討[V]

 このうち,① 全体計算の論理の期 間計算への援用の問題 （全体計算と期間計算との関係の問題）,

および②ロ実現概念の本質規定の問題 （さらに②ハ有価証券の対価性の是非の問題）は,主 観のれん

説における実現概念の理論的根拠にかかわっているので,次 のIIIにおいて取 り上げる。他方② イ

（キャッシュ概念の有意味性の不明に関する問題）は,計 算対象の論理の組込み という別の論点なので,

IVにおいて別個に検討する。そして,最 後の③実現概念の適用可能範囲の問題は, Vで ふれること

にする。
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